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附  則 
 

附則（令和４年８月２２日 原規規発第２２０８２２５号） 

（施行期日） 

第１条 この原子炉施設保安規定は，令和４年８月２９日から施行する。 

２．添付２ 管理区域図「図１４．２号原子炉建物１階，２号タービン建物２階，２号廃棄物

処理建物１階」の変更は，管理区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前

の例による。 

 

附則（令和４年３月１１日 原規規発第２２０３１１１号） 

（施行期日） 

第１条 この原子炉施設保安規定は，令和４年３月１８日から施行する。 

 

附則（令和３年３月２３日 原規規発第２１０３２３２号） 

（施行期日） 

第１条 この原子炉施設保安規定は，令和３年４月１日から施行する。 

２．添付２ 管理区域図「図１４．２号原子炉建物１階，２号タービン建物２階，２号廃棄物

処理建物１階」の変更は，管理区域の変更をもって適用することとし，それまでの間は従前

の例による。 

 

附則（令和２年９月１７日 原規規発第２００９１７８号） 

（施行期日） 

第１条 この原子炉施設保安規定は，令和２年９月２５日から施行する。 

 

第２条 ３号炉については，第１０条（原子炉施設の定期的な評価），第５４条（燃料プール

の水位および水温）および第５５条（燃料または制御棒を移動するときの原子炉水位）は，

次項に定める時点から適用する。 

２．第１０条（原子炉施設の定期的な評価）については，電気事業法第４９条第１項の使用前

検査の合格および原子炉等規制法第４３条の３の１１第３項の使用前事業者検査の確認を

受けた時点。 

３．第１１条の２（原子炉の運転期間）における３号炉の原子炉の運転期間の始期は，実用炉

規則第５５条第１項ただし書きにより，設置の工事の後，運転が開始された日とする。 

４．附則（平成２６年２月２６日 原管Ｂ発第１４０２２６１号）第１条第３項第１号および

第４項は，以後用いない。 

 

（試験使用期間中の特例） 

第３条 ３号炉については，原子炉への燃料装荷を開始する時点から電気事業法第４９条第１

項の使用前検査の合格および原子炉等規制法第４３条の３の１１第３項の使用前事業者検
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査の確認を受けるまでの期間（以下「試験使用期間中」という。），第２７条の２（計測お

よび制御設備）の一部および第４８条（格納容器内の酸素濃度）を適用除外する。 

 下表に，適用除外条項，適用除外期間および適用除外期間中の対応を示す。 

適用除外条項 適用除外期間 適用除外期間中の対応 

第２７条の２（計測および制御設備） 

２．起動領域モニタ計装 

表２７の２－２－２（３号炉 

起動領域モニタ計装） 

燃料装荷期間中，

計数率が安定して

３ s-1 確保される

までの期間 

[適用除外期間中の起動領域モニタ計

装に係る確認] 

適用除外期間中，起動領域モニタ計装

に係る確認については，別表１のとお

りとする。 

第４８条（格納容器内の酸素濃度） 試験使用期間中 ― 

 

別表１ 起動領域モニタ計装に係る確認 

要 素 項目 頻度 

１．起動領域モニタ計装 

 

当直長は起動領域モニタの要

素が動作不能でないことを管

理的手段により確認する。 

原子炉の状態が燃料交換※１の場合は毎日

１回 

炉心変更中※１の場合は１２時間に１回 

  ※１：起動領域モニタ周りの燃料が４体未満の場合は除く。 

 

２．３号炉については，その試験使用期間中，本規定について，燃料の初装荷に関する事項へ

適用する場合は，以下のとおり読みかえる。 

本規定中の用語 読みかえ 

取替 装荷 

取替炉心 初装荷炉心 

３．３号炉については，その試験使用期間中，第２０条（反応度監視）の一部を，以下のとお

り読みかえる。 

本規定第２０条中の条文 読みかえ 

２．反応度の予測値と監視値との差が，前項に定

める運転上の制限を満足していることを確認す

るため，次の各号を実施する。 

（１）課長（燃料技術）は，燃料取替後の原子炉

起動操作終了から３日間以内に１回，反応度

の予測値と監視値との差を評価する。 

（２）課長（燃料技術）は，原子炉の状態が運転

において，燃焼度の増分が 1,000MWd/t に１

回，反応度の予測値と監視値の差を評価す

る。 

２．反応度の予測値と監視値との差が，前項に定

める運転上の制限を満足していることを確認す

るため，次の各号を実施する。 

（１）課長（燃料技術）は，初めて定格電気出力

に到達した時点から３日間以内に１回，反応

度の予測値と監視値との差を評価する。 

（２）課長（燃料技術）は，（１）の評価の実施

以降，原子炉の状態が運転において，燃焼度

の増分が 1,000MWd/t に１回，反応度の予測

値と監視値の差を評価する。 

４．３号炉については，その試験使用期間中，第２２条（制御棒のスクラム機能），第２５条

（原子炉熱的制限値），第２６条（原子炉熱出力および炉心流量），第２８条の２（原子炉

再循環ポンプ），第３８条（原子炉圧力），第３９条の２（非常用炉心冷却系その１），第

４５条（サプレッションチェンバの平均水温），第４６条（サプレッションチェンバの水位），

第５７条（外部電源その１），第６２条（直流電源その１），第６４条（所内電源系統その

１）について，各条文の一部を以下のとおり読みかえる。 
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（１）第２２条（制御棒のスクラム機能） 

本規定第２２条中の条文 読みかえ 

原子炉の状態が運転および起動において，制御棒

のスクラム機能は，表２２－１に定める事項を運

転上の制限とする。 

原子炉の状態が運転および起動において，制御棒

のスクラム機能は，表２２－１に定める事項を運

転上の制限とする。ただし，使用前事業者検査※

１および計画的に実施する試験※２において，スク

ラムした制御棒を除く。 

 ※１：使用前事業者検査とは，以下のものなどをいう。 

    ・制御棒駆動系検査 

・主蒸気隔離弁全閉検査 

・プラントトリップ検査 

・発電機負荷遮断検査 

・外部電源喪失検査 

・再循環ポンプトリップ検査 

 

 ※２：計画的に実施する試験とは，以下のものなどをいう。 

    ・制御棒駆動系試験 

・主蒸気隔離弁試験 

・プラントトリップ試験 

・発電機負荷遮断試験 

・外部電源喪失試験 

・再循環ポンプトリップ試験 

（２）第２５条（原子炉熱的制限値） 

本規定第２５条中の条文 読みかえ 

原子炉熱出力が３０％以上において，最小限界出

力比および燃料棒最大線出力密度は，表２５－１

に定める事項を運転上の制限とする。 

原子炉熱出力が３０％以上において，最小限界出

力比および燃料棒最大線出力密度は，表２５－１

に定める事項を運転上の制限とする。ただし，使

用前事業者検査※１および計画的に実施する試験
※２を行う場合を除く。 

 ※１：使用前事業者検査とは，以下のものなどをいう。 

    ・主蒸気隔離弁全閉検査 

・プラントトリップ検査 

・発電機負荷遮断検査 

・外部電源喪失検査 

・再循環ポンプトリップ検査 

 ※２：計画的に実施する試験とは，以下のものなどをいう。 

    ・主蒸気隔離弁試験 

・プラントトリップ試験 

・発電機負荷遮断試験 

・外部電源喪失試験 

    ・再循環ポンプトリップ試験 
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（３）第２６条（原子炉熱出力および炉心流量） 

本規定第２６条中の条文 読みかえ 

原子炉熱出力が３０％以上において，原子炉熱出

力および炉心流量は，表２６－１に定める事項を

運転上の制限とする。 

原子炉熱出力が３０％以上において，原子炉熱出

力および炉心流量は，表２６－１定める事項を運

転上の制限とする。ただし，使用前事業者検査※

１および計画的に実施する試験※２を行う場合を

除く。 

 ※１：使用前事業者検査とは，以下のものなどをいう。 

    ・再循環ポンプトリップ検査 

・制御棒に対する中性子束応答検査 

・圧力制御検査 

・給水系検査 

・再循環流量制御検査 

 ※２：計画的に実施する試験とは，以下のものなどをいう。 

    ・再循環ポンプトリップ試験 

    ・制御棒に対する中性子束応答試験 

    ・圧力調整器試験 

    ・給水制御系試験 

    ・再循環流量制御系試験 

    ・選択制御棒挿入試験 

    ・ヒータドレンポンプトリップ試験 

    ・安定性試験 

    ・定格熱出力一定運転確認試験 

    ・定格出力高流量データ採取試験 

（４）第２８条の２（原子炉再循環ポンプ） 

本規定第２８条の２中の条文 読みかえ 

原子炉の状態が運転および起動において，原子炉

冷却材再循環ポンプは，表２８の２－１に定める

事項を運転上の制限とする。 

原子炉の状態が運転および起動において，原子炉

冷却材再循環ポンプは，表２８の２－１に定める

事項を運転上の制限とする。ただし，使用前事業

者検査※１および計画的に実施する試験※２を行う

場合を除く。 

 ※１：使用前事業者検査とは，以下のものなどをいう。 

    ・主蒸気隔離弁全閉検査 

・プラントトリップ検査 

・発電機負荷遮断検査 

・外部電源喪失検査 

・再循環ポンプトリップ検査     

 ※２：計画的に実施する試験とは，以下のものなどをいう。 

    ・制御棒駆動系試験 

・主蒸気隔離弁試験 

・プラントトリップ試験 

・発電機負荷遮断試験 

・外部電源喪失試験 

・再循環ポンプトリップ試験 

・選択制御棒挿入試験 
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（５）第３８条（原子炉圧力） 

本規定第３８条中の条文 読みかえ 

原子炉の状態が運転および起動において，原子炉

圧力は，表３８－１に定める事項を運転上の制限

とする。ただし，送電線事故等による瞬時の原子

炉圧力変動を除く。 

原子炉の状態が運転および起動において，原子炉

圧力は，表３８－１に定める事項を運転上の制限

とする。ただし，以下の場合を除く。 

（１）送電線事故等による瞬時の原子炉圧力変動 

（２）使用前事業者検査※１および計画的に実施

する試験※２を行う場合 

 ※１：使用前事業者検査とは，以下のものなどをいう。 

    ・圧力制御検査 

    ・主蒸気隔離弁全閉検査 

・プラントトリップ検査 

・発電機負荷遮断検査 

・外部電源喪失検査 

・再循環ポンプトリップ検査 

・タービン保安装置検査（無負荷運転中）     

 ※２：計画的に実施する試験とは，以下のものなどをいう。 

    ・圧力調整器試験 

・主蒸気隔離弁試験 

・プラントトリップ試験 

・発電機負荷遮断試験 

・外部電源喪失試験 

・再循環ポンプトリップ試験 

・タービン保安装置試験（無負荷運転中） 

・タービン主蒸気止め弁・加減弁試験 

・タービンバイパス弁試験 

（６）第３９条の２（非常用炉心冷却系その１） 

本規定第３９条の２中の条文 読みかえ 

原子炉の状態が運転，起動および高温停止におい

て，非常用炉心冷却系は，表３９の２－１に定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，残留熱除

去系原子炉停止時冷却モードの起動準備中およ

び残留熱除去系原子炉停止時冷却モードの運転

中は，当該低圧注水系（原子炉格納容器スプレイ

冷却系）の動作不能とはみなさない。 

原子炉の状態が運転，起動および高温停止におい

て，非常用炉心冷却系は，表３９の２－１に定め

る事項を運転上の制限とする。ただし，以下の場

合を除く。 

（１）残留熱除去系原子炉停止時冷却モードの起

動準備中および残留熱除去系原子炉停止時

冷却モードの運転中は，当該低圧注水系（原

子炉格納容器スプレイ冷却系）の動作不能と

はみなさない。 

（２）使用前事業者検査※１および計画的に実施

する試験※２を行う場合 

※１：使用前事業者検査とは，以下のものなどをいう。 

    ・原子炉隔離時冷却系検査 

 ※２：計画的に実施する試験とは，以下のものなどをいう。 

    ・原子炉隔離時冷却系試験 
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（７）第４５条（サプレッションチェンバの平均水温） 

本規定第４５条中の条文 読みかえ 

原子炉の状態が運転，起動および高温停止におい

て，サプレッションチェンバの平均水温は，表

４５－１に定める事項を運転上の制限とする。

ただし，原子炉隔離時冷却系の動作確認等によ

り，サプレッションチェンバの水温が上昇する

ような時は，確認開始時から確認終了後２４時

間までを除く。 

 

原子炉の状態が運転，起動および高温停止におい

て，サプレッションチェンバの平均水温は，表

４５－１に定める事項を運転上の制限とする。

ただし，以下の場合を除く。 

（１）原子炉隔離時冷却系の動作確認等により，

サプレッションチェンバの水温が上昇する

ような時は，確認開始時から確認終了後２

４時間まで 

（２）使用前事業者検査※１および計画的に実施

する試験※２を行う場合 

 ※１：使用前事業者検査とは，以下のものなどをいう。 

    ・主蒸気隔離弁全閉検査 

    ・発電機負荷遮断検査 

    ・再循環ポンプトリップ検査 

 ※２：計画的に実施する試験とは，以下のものなどをいう。 

    ・主蒸気隔離弁試験 

    ・発電機負荷遮断試験 

    ・再循環ポンプトリップ試験 

・主蒸気逃し安全弁試験 


